
 

 

消 制 度 第 3 1 9 号 

令和５年 11 月 7 日 

 

 消費者委員会 

  委員長 鹿野 菜穂子 殿 

 

 

内閣総理大臣 岸田 文雄 

（公 印 省 略） 

 

 消費者庁及び消費者委員会設置法（平成 21 年法律第 48 号）第６条第２項第２号の規定

に基づき、下記のとおり諮問する。 

 

記 

 

 超高齢化やデジタル化の進展等消費者を取り巻く取引環境の変化に対応するため、消費

者の脆弱性への対策を基軸とし、生活者としての消費者が関わる取引を幅広く規律する消

費者法制度のパラダイムシフトについて検討すること。具体的には、消費者が関わる取引

を幅広く規律する消費者取引全体の法制度の在り方、ハードロー的手法とソフトロー的手

法、民事・行政・刑事法規定など種々の手法をコーディネートした実効性の高い規律の在

り方、デジタル化による技術の進展が消費者の関わる取引環境に与える影響についての基

本的な考え方等を検討すること。 

 

以上 


